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１．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

重要な子会社の異動はありません。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

原価差異の繰延処理

操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異につきましては、原価計算期末日までにほぼ解消が見込ま

れるため、当該原価差異を流動負債（その他）として繰り延べております。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(会計方針の変更)

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適

用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近

似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割

引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が984百万円増加し、利益剰余金が645百万円

減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響額は軽微であります。

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用)

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成25年

12月25日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、

信託から従業員持株会に売却された株式に係る売却差損益、信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び信

託に関する諸費用の純額を負債に計上しております。なお、従来採用していた方法が同実務対応報告の方法と同じ

であることから、当該会計方針の変更による影響はありません。
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２．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,967 7,922

受取手形及び売掛金 13,790 10,553

仕掛品 9,799 16,814

原材料及び貯蔵品 311 350

その他 3,907 5,482

貸倒引当金 △27 △25

流動資産合計 36,749 41,098

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,501 8,312

土地 17,247 17,250

その他（純額） 840 908

有形固定資産合計 26,588 26,471

無形固定資産

のれん 232 155

その他 554 553

無形固定資産合計 787 708

投資その他の資産

投資有価証券 9,210 9,669

その他 3,150 3,953

貸倒引当金 △341 △354

投資その他の資産合計 12,019 13,267

固定資産合計 39,394 40,447

資産合計 76,144 81,545

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,361 3,467

短期借入金 100 6,000

1年内返済予定の長期借入金 130 130

未払法人税等 842 248

前受金 7,586 10,548

賞与引当金 983 1,834

役員賞与引当金 78 78

工事損失引当金 205 228

その他 7,240 5,376

流動負債合計 20,528 27,911

固定負債

長期借入金 1,690 1,625

役員退職慰労引当金 59 59

環境対策引当金 34 34

退職給付に係る負債 3,245 4,105

資産除去債務 54 55

その他 2,696 2,485

固定負債合計 7,780 8,365

負債合計 28,309 36,276
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,393 7,393

資本剰余金 6,209 6,209

利益剰余金 36,366 33,434

自己株式 △3,344 △3,310

株主資本合計 46,624 43,726

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,364 1,581

繰延ヘッジ損益 △176 △201

為替換算調整勘定 △13 16

退職給付に係る調整累計額 △269 △204

その他の包括利益累計額合計 905 1,191

少数株主持分 304 350

純資産合計 47,835 45,268

負債純資産合計 76,144 81,545
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（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 7,563 7,225

売上原価 6,369 5,935

売上総利益 1,193 1,290

販売費及び一般管理費 3,645 4,198

営業損失（△） △2,452 △2,907

営業外収益

受取利息 11 21

受取配当金 61 157

為替差益 - 224

その他 31 24

営業外収益合計 104 427

営業外費用

支払利息 7 8

為替差損 110 -

その他 3 2

営業外費用合計 121 11

経常損失（△） △2,468 △2,491

特別利益

段階取得に係る差益 - 45

特別利益合計 - 45

税金等調整前四半期純損失（△） △2,468 △2,445

法人税、住民税及び事業税 134 142

法人税等調整額 △890 △874

法人税等合計 △755 △731

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,713 △1,714

少数株主損失（△） △15 △6

四半期純損失（△） △1,698 △1,707

少数株主損失（△） △15 △6

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,713 △1,714

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 283 217

繰延ヘッジ損益 △10 △25

為替換算調整勘定 △12 31

退職給付に係る調整額 97 64

その他の包括利益合計 358 287

四半期包括利益 △1,354 △1,426

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,340 △1,421

少数株主に係る四半期包括利益 △14 △4
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,468 △2,445

減価償却費 218 334

のれん償却額 77 109

段階取得に係る差損益（△は益） - △45

賞与引当金の増減額（△は減少） 887 850

工事損失引当金の増減額（△は減少） 59 23

受取利息及び受取配当金 △72 △178

売上債権の増減額（△は増加） 1,336 3,439

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,971 △6,832

仕入債務の増減額（△は減少） 301 △91

前受金の増減額（△は減少） 2,604 2,709

未収消費税等の増減額（△は増加） △17 △1,823

その他 △3,363 △1,087

小計 △6,408 △5,037

利息及び配当金の受取額 105 168

利息の支払額 △9 △8

法人税等の支払額 △467 △1,151

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,780 △6,028

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △23 △2

有形固定資産の取得による支出 △89 △158

無形固定資産の取得による支出 △45 △18

投資有価証券の取得による支出 △94 △246

投資有価証券の売却による収入 43 50

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による収入

- 43

貸付けによる支出 - △44

貸付金の回収による収入 18 15

その他 3 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △186 △362

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,500 5,900

長期借入金の返済による支出 △94 △65

リース債務の返済による支出 △10 △12

自己株式の売却による収入 43 36

自己株式の取得による支出 △36 △2

配当金の支払額 △181 △575

少数株主への配当金の支払額 △3 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,217 5,269

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,752 △1,137

現金及び現金同等物の期首残高 11,613 8,465

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 77

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,860 7,405
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）

　 該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注）

合計国内建設
コンサル
タント事業

海外建設
コンサル
タント事業

電力事業
不動産
賃貸事業

計

売上高

外部顧客への
売上高

2,303 2,360 2,530 282 7,476 86 7,563

セグメント間の
内部売上高又は

　振替高
74 ─ 44 31 149 0 150

計 2,377 2,360 2,574 313 7,626 87 7,713

セグメント利益
又は損失（△）

△1,801 △621 △129 224 △2,328 △138 △2,466

（注）「その他」の区分は収益を稼得していない、又は付随的な収益を稼得するに過ぎない構成単位のものでありま

す。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △2,328

「その他」の区分の損失（△） △138

セグメント間取引消去 △2

四半期連結損益及び包括利益計算書の経常損失（△） △2,468

決算短信 （宝印刷）  2014年11月10日 16時30分 7ページ （Tess 1.40 20131220_01）



日本工営株式会社(1954) 平成27年６月期 第１四半期決算短信

8

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注）

合計国内建設
コンサル
タント事業

海外建設
コンサル
タント事業

電力事業
不動産
賃貸事業

計

売上高

外部顧客への
売上高

1,678 3,002 2,240 274 7,195 29 7,225

セグメント間の
内部売上高又は

　振替高
65 7 44 31 148 0 149

計 1,744 3,009 2,285 305 7,344 30 7,374

セグメント利益
又は損失（△）

△1,960 △377 △50 204 △2,184 △312 △2,496

（注）「その他」の区分は収益を稼得していない、又は付随的な収益を稼得するに過ぎない構成単位のものでありま

す。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △2,184

「その他」の区分の損失（△） △312

セグメント間取引消去 5

四半期連結損益及び包括利益計算書の経常損失（△） △2,491

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更し

たことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

　なお、この変更による当第１四半期連結累計期間のセグメント利益又は損失に与える影響額は軽微であります。
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３．補足情報

（１）生産、受注及び販売の状況

　

期 別 前年同四半期 当四半期

（参考）前期
（平成26年６月期）

平成26年６月期 平成27年６月期

第1四半期連結累計期間 第1四半期連結累計期間

　区 分
金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

受
注
高

国内建設コンサルタント事業 14,905 64.1 13,941 56.6 46,617 50.4

海外建設コンサルタント事業 5,524 23.7 (注1) 7,664 31.1 30,023 32.5

電力事業 2,832 12.2 3,037 12.3 15,831 17.1

不動産賃貸事業 － － －

その他 5 0.0 0 0.0 13 0.0

合計 23,267 100.0 24,644 100.0 92,485 100.0

売
上
高
１

国内建設コンサルタント事業 2,405 31.8 1,782 24.7 44,542 56.2

海外建設コンサルタント事業 2,600 34.4 3,177 44.0 22,563 28.5

電力事業 2,274 30.1 1,991 27.6 10,948 13.8

不動産賃貸事業 282 3.7 274 3.7 1,125 1.4

その他 － － 12 0.1

合計 7,563 100.0 7,225 100.0 79,193 100.0

売
上
高
２

国内建設コンサルタント事業 2,303 30.5 1,678 23.2 41,817 52.8

海外建設コンサルタント事業 2,360 31.2 3,002 41.5 20,947 26.5

電力事業 2,530 33.5 2,240 31.0 14,169 17.9

不動産賃貸事業 282 3.7 274 3.8 1,125 1.4

その他 86 1.1 29 0.5 1,133 1.4

合計 7,563 100.0 7,225 100.0 79,193 100.0

期 別 前年同四半期 当四半期

（参考）前期
（平成26年６月期）

平成26年６月期 平成27年６月期

第1四半期連結会計期間末 第1四半期連結会計期間末

　区 分
金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

受
注
残
高

国内建設コンサルタント事業 37,748 44.8 39,482 39.3 27,323 33.0

海外建設コンサルタント事業 39,682 47.0 48,704 48.5 44,217 53.4

電力事業 6,889 8.2 12,262 12.2 11,216 13.6

不動産賃貸事業 － － －

その他 9 0.0 4 0.0 4 0.0

合計 84,330 100.0 100,453 100.0 82,761 100.0

(注) １．当第１四半期連結会計期間より連結子会社としたNIPPON KOEI VIETNAM INTERNATIONAL CO., LTD.および

PHILKOEI INTERNATIONAL, INC.の連結開始時の受注残1,205百万円および427百万円を含めております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．上記の金額は外部顧客に対するもので、セグメント間の内部取引および振替高は含まれておりません。

４．売上高１ は受注セグメント別、売上高２ は業務実施セグメント別に集計しております。
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